広島市交通科学館機械警備業務仕様書
本業務は、広島市交通科学館の火災、盗難、建物及び器物の損壊並びに不良行為を未然に防止し、施設の秩序維持並びに保全を図るため、次のとおり実施する。
１　業務実施場所
広島市交通科学館（敷地面積：16,394㎡、延床面積：7,179㎡）
２　業務実施日時
　　開休館日については、別表（業務実施カレンダー案）に準じるものとし、各年度の日時については、原則、年度開始1箇月前までに発注者が定め通知する。
	区　　　　分
	時　　間　　帯

	開館日及びメンテナス等休館日
	午後5時15分から翌日の午前8時30分まで

	休館日（メンテナス等による休館日を除く）
	午前8時30分から翌日の午前8時30分まで


但し、業務実施時間外であっても、警備機器の作動中は業務を行い、自動火災報知器鳴動時については、終日対応する。
３　業務内容

1 　受注者は、交通科学館で発生した異常事態を自動的に警備本部へ通報するため、別紙で示したエリアを基準に警備機器を設置し、本部内の警備受信装置と結線し、監視できるようにする。
なお、設置箇所については、受注者が別途警備に万全を期するため、追加で設置する必要があると判断した場合は、受注者は設置することができる。
　⑵　前項の機器は、既存の自動火災報知器とも連結し、監視できるようにする。

⑶　受注者は、発注者が機械警備を開始する際に、館内の残留者等が確認できる機能を有する機器を設置する。その際、残留者等を確認した場合は機械警備機器画面等においてその事実が確認できるものとする。
⑷　受注者は、警備機器作動中に、1日1回以上、警備員を巡回させ、館の各出入口（屋外倉庫を含む）の点検、ガス・水道の元栓の点検、火気の点検、施設周辺（屋外広場・駐車場等）の不審者等の異常の有無の確認及び駐車車輌の状況の確認等必要な処置を行う。
⑸　受注者は、警備中、警備受信装置を間断なく監視するとともに、常に巡回中の警備員と連絡を保てるよう、警備の万全を図る。

⑹　受注者は、異常事態発生の際は、緊急時対処要員を直ちに現場に急行させ、必要な処置を行うとともに、速やかに発注者の指定する緊急連絡先に通報し、その後の対応指示を仰ぐ。
４　鍵等の預託

⑴　発注者は、警備上必要な鍵を受注者に預託し、また、受注者も警備機器のセット及び解除に要する鍵を発注者に預託する。
なお、鍵の取り扱いについては、双方厳重に行う。
　⑵　受注者は、警備機器のセット（退館時）及び解除（入館時）を行う際の操作手順(方法)は簡易なものとし、使用する鍵は、容易に複製できないものとする。
５　保守点検等
1 受注者は、機械警備の機器が正常な機能を維持するため必要と認める場合は保守点検を　 実施し、その結果を発注者に報告する。
　⑵　受注者の責により当該機器等が作動不能となった場合は、直ちに機器の修繕、部品の取替え等を行い、機器が正常に作動するまでは、代替警備対策を講ずる。
3   受注者は、契約解除となった場合又は契約期間満了後における次期契約時の受注者とならなかった場合は、受注者の費用により原状に復する。
６　業務実施にあたっての留意事項

　⑴　警備員は、常に受注者の名入りの統一した衣服を着用するとともに、身分証明書を携行する。
⑵　受注者は、建築物及び展示物等に損害を与えないよう留意し、万一、損害が生じた場合には、受注者の責任のもと速やかに原状復旧する。
７　報告事項等

⑴　受注者は、あらかじめ発注者に対し、現場責任者及び従業員の氏名並びに緊急時の連絡先等を書面で報告する。現場責任者等に変更があった場合も同様とする。
2 　公益財団法人広島市文化財団委託契約約款第6条に定める委託業務実施計画書は年間計画書とし、契約締結後速やかに提出して、発注者の承認を受ける。
3  年間計画書には警備業務用機械警備装置の配置平面図を添付する。
4   委託契約約款第12条第1項に定める委託業務実施報告書は、業務日報及び1か月分の業務内容を記載した月間報告書とし、受注者は、業務日報（前記３⑷の内容を含む）については毎回警備終了日に、月間報告書については翌月10日までに（ただし3月31日の業務日報及び3月の月間報告書については、3月31日の業務終了後に）、それぞれ所定の様式により発注者に提出するものとする。
⑸　受注者は、警備実施期間中に事故が発生し、または、発生する恐れのある場合は、発注者及び関係機関へ通報等の処置を講じる。

８　検査完了期日（期限）

発注者による毎月の業務の検査完了期日（期限）は、翌月19日（ただし、実施報告書を受領した日の翌日から起算して9日目に当たる日が早く到来する場合は、当該日）とする。ただし、これらの日が3月31日を越える場合は、3月31日とする。
９　費用の負担等

⑴　施設に配置する警備機器に必要な電源は、発注者の負担とする。

⑵　業務を実施するにあたり、配線工事費、警備機器（取付費含む）等に必要な費用は、全て受注者の負担とする。

10　その他

　　この仕様書に疑義のあるとき、又は定めのない事項については、発注者と受注者が協議して定める。
別紙　警報装置設置場所

	施　設　名　称
	備　　考

	
	有人感知器又は振動感知器
	その他
	

	＜科　学　館　棟　内＞

	エントランスホール
	○
	
	

	事務室
	○
	
	

	館長室
	○
	
	

	ロビー（南側）
	○
	
	

	会議室
	○
	
	

	アテンド控室
	○
	
	

	救護室
	○
	
	

	清掃員控室
	○
	
	

	警備員控室
	○
	
	

	職員出入口
	○
	○
	· カードリーダー

· 電気錠用テンキー

	防災センター
	
	○
	＊中枢警備機器

	防災センター前通路
	○
	
	

	出入口（西側）
	○
	
	

	多目的ホール
	○
	
	

	ロビー（北側）
	○
	
	

	厨房
	○
	
	

	レストラン
	○
	
	

	ミュージアムショップ
	○
	
	

	クラフトルーム
	○
	
	

	ライブラリー
	○
	
	

	1階西側フロア
	○
	
	

	2階出入口（南側）
	○
	
	

	2階出入口（北側）
	○
	
	

	特別展示室
	○
	
	

	常設展示室
	○
	
	

	2階電気室通路
	○
	
	


＊この他必要があれば、発注者・受注者双方協議して警備機器を設置する。
